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講演会記録講演会記録講演会記録講演会記録 

【日時】2014年 10月 12日（日）14:00～16:10 

【場所】奈良県文化会館第１会議室 

【テーマ】在日外国人の歴史と現状 ～ヘイトスピーチを考える～ 

【講師】田中宏さん（一橋大学名誉教授） 

 

【講演内容】  

（１）自己紹介を兼ねて：アジア人留学生との 10年 

・ 大学を出てからアジアからの留学生の受け入れ団体で１０年間働いた。ここでの１０年がその後の

私の人生を決めた。自己紹介を兼ねて２つの経験を紹介したい。 

・ 仕事に就いて１年後の１９６３年１１月に千円札が聖徳太子から伊藤博文に代わった。そのときシ

ンガポールからの華人留学生が私に「戦前ならいざ知らず、戦後の民主主義の下で、なぜ朝鮮民族

の怒りを買ってハルピンで殺された伊藤博文をお札にするのか」と言った。彼は辛辣で「日頃、政

府を批判する知識人も千円札のことは誰も言わない。日本人は何を考えているのか。気味が悪い」

「在日朝鮮人が毎日の買い物で使うのにずいぶん残酷なことをするんですね」とも言った。それを

聞いて「えーっ！」と思った。当時私は留学生と年齢があまり違わなかった。同時代を生きてきた

のに、私は千円札を見ても何も感じない。彼らは「日本人は何を考えているのか。気味が悪い」と

感じる。歴史認識のズレが非常に大きいと感じた。 

・ また、南ベトナムから来た留学生に入国管理局に向かう道で、「日本人は文字では外国人と書くけ

れど、害国人と思っているのではないですか」と言われた。当時の外国人登録証は縦型で、上に写

真があり、その下に指紋が押されていた。指紋は一般的には犯罪捜査に結びつく。外国人を犯罪予

備軍と捉えている。まさに国に害のある人と見ていることになる。これはショックだった。外国人

のおかれている地位・処遇は日本人には想像しがたいものだと感じた。 

・ ヘイトスピーチはここ数年浮上してきた問題のように思われがちだが、相当根が深い問題だと感じ

ている。以下でその理由を話していく。 

 

  （２）「ポツダム宣言」受諾の意味するところ 

・ ８０年代より以前は外国人といえば大体、在日朝鮮人のことだった。在日朝鮮人がなぜ日本にいる

かは植民地支配を抜きには語れない。おのずと戦争の問題が出てくる。 

・ １９４５年８月、私が小学３年の時に、ポツダム宣言を受諾して戦争が終わった。 

終戦の詔書に「米英二国に宣戦せる」「交戦すでに４歳を閲(ケミ)し」とある。つまり、真珠湾攻撃、

マレー半島上陸からの４年間の戦争の終止符を打つとなっている。これは大きな問題を孕んでいる。 

     ポツダム宣言の第８項に「カイロ宣言の条項は履行せらるべく」と書いてある。つまり、ポツダム

宣言はカイロ宣言と一体になっている。日本はそれを受け入れた。カイロ宣言には「満州、台湾及

澎湖島のような日本国が清国人から盗取したすべての地域を中華民国に返還すること」「朝鮮の人

民の奴隷状態に留意し、やがて朝鮮を自由独立のものにする」とある。ここには戦争がいつから始

まったのかという問題が潜んでいる。しかし日本ではあまり議論されない。 

真珠湾から数えると５年、満州事変から数えると１５年、日清戦争から数えると５０年になる。満

州事変を戦争の始まりと見て１５年戦争が終わったと考えると、満州国はなかったことになるが、

朝鮮・台湾は依然として日本の領土となる。しかし、それは我々が受け入れたカイロ宣言に反する。

カイロ宣言に朝鮮・台湾が出てくるので５０年戦争と考えざるをえない。国際文書を読み解くと、
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そのように判断することになる。 

・ 昨年、中国の人民日報から、カイロ宣言７０周年に寄せてコメントを書いてくれと依頼があった。

言われてみると７０周年だった。しかし、日本では新聞や雑誌でカイロ宣言７０周年の企画をした

話を聞かない。話題にもならなかった。歴史にどう向き合うかに大きなずれが生じているのだ。 

・ ４つの戦争の開戦の詔勅も見ておきたい。天皇の詔勅は一番高度な公文書である。 

日清、日露、第１次大戦には「国際法遵守」が記されている。しかし、第２次大戦の開戦の詔勅に

は「国際法遵守」の記載がない。徳川義寛侍従長が後日明らかにしたところによると、天皇は東条

首相に「国際法遵守」が記されていないことを問いただしたが東条首相が入れるわけにいかないと

押し切ったという。 

英国との戦争はマレー半島のコタバル上陸から始まる。コタバルは当時英国の植民地だった。コタ

バル攻略にはタイ領内に軍を送る必要があった。東南アジアではタイだけが独立国で、タイに軍隊

を送ることは独立国の主権を侵すため、国際法を守ると実行できない。だから、国際法遵守を開戦

の詔勅に入れるわけにいかなかった。 

・ 第１次大戦後、日本は戦勝国になり、国際連盟の常任理事国になった。ところが 1931年に満州事

変を起こし翌年に満州国を作った。国際連盟からリットン調査団が派遣され、1933 年の総会で報

告書について審議された。日本軍の撤退が勧告された報告案に、日本反対、タイ棄権の他は賛成で

成立した。その後、天皇の詔書によって国際連盟を脱退した。脱退した 1933年にドイツでナチ政

権が誕生し、ナチ政権と結びついて日独伊三国同盟を結んで世界大戦へと進んでいった。1933 年

の国際連盟脱退後、国際法を守る意識が政府になくなったと考えると、開戦の詔書に「国際法遵守」

が記載されなかったことも理解しやすい。 

・ 修正主義史観の人たちの話の中に、徳島県の坂東俘虜収容所がよく出てくる。第 1次大戦時に山東

半島で捕獲したドイツ兵を日本に連れて来て収容した。この頃は捕虜は丁重に扱われ、ベートーベ

ンの交響曲第九を日本で初めて演奏したのが徳島収容所のドイツ兵捕虜だったのは有名な話だ。 

日露戦争の時は松山俘虜収容所でロシア兵捕虜を丁重に扱い、道後温泉を開放していた。松山で亡

くなったロシア兵捕虜の墓地はきれいに整備してあり、今でも年に 1回ロシア大使がお参りをして

いる。 

問題はその後だ。なぜその後、捕虜は大事にされなかったのか。 

中国から強制連行した人を炭鉱で働かせたり土木工事をやらせたりした。強制連行されてきた中国

人が暴動を起こした花岡事件というのがある。戦後、過酷な労働が戦争責任に問われた。裁判の証

人として、強制連行された中国人がＧＨＱによって日本に残された。1948 年 3 月に判決があり残

された中国人はその後帰国する。帰国する際に持たされた身分証明書を見たことがある。左側が英

語の記載になっている。そこにはＰＯＷと書かれていた。ＰＯＷは Prisoner of War、つまり捕虜

である。強制連行された人は国際的には捕虜と見られていたのである。 

しかし、日本では華人労働者とし、捕虜ではないとした。東京裁判で議論された際、Ａ級戦犯とし

て死刑になった武藤章は「中国に対して宣戦布告していない。したがって戦争でない。だから捕虜

はいない。よって捕虜虐待はない」と弁明したが、全然相手にされなかった。 

中国に対しては満州事変、上海事変など戦争ではなく事変として扱い、宣戦布告せずに戦争をした。

そういうことが戦後問われてくることになる。 

・ 日中共同宣言が出た 1972年 9月に首相として戦後初めて北京を訪れた田中首相に対して周恩来首

相が歓迎式典で「1894 年から半世紀にわたり、日本軍国主義者の中国侵略によって中国人民は甚

大な被害を被り・・」と挨拶した。周恩来が特別なことを言っているのではなく、カイロ宣言と同
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じことを言っているにすぎない。 

・ 50年戦争史観に基づく過去 50年の歴史の清算を迫られ、それを受け入れることにより戦争は終わ

った。戦後は過去 50年の歴史の清算のために何をしなければならないかを真剣に考えなくてはい

けなかったはずだ。しかし実際はどうだろうか。終わった時期だけわかっていて、いつ始まったか

の認識がないというのはあまりにもひどい話だ。ここにも歴史認識のズレを感じる。 

 

（３）占領改革 

・ アメリカは占領前から日本の事前研究を進めていてレポートが上がっている。その中に「日本は国

籍による差別が著しく是正の必要がある」というレポートもある。こういうレポートに基づき、国

籍差別禁止指令が出てきた。戦前にできた厚生年金保険法には「帝国臣民にして」という記載があ

り日本人しか適用されなかったが、1946 年国籍条項はなくなった。労働基準法、職業安定法もＧ

ＨＱの意向を強く受け、日本の法律には珍しく国籍差別を禁じている。 

・ 1959 年に国民年金法を作って勤め人でなくても年金に入れるようにした。ところが外国人はダメ

だった。もうＧＨＱはおらず、国籍差別を咎めるものがいなかったからだ。 

・ 1946年 2月 13日、マッカーサーは吉田茂外相らを呼び、マーカーサー憲法草案を提示し、草案を

元に新憲法を作るように伝えた。 

ＧＨＱ案には「すべての自然人は法の前に平等である」（13条）とある。日本案では「すべての国

民は」に変えている。またＧＨＱ案で「出身国」による差別を禁じるとしていた文言を「門閥」に

変えている。 

ＧＨＱ案に「外国人は法の平等な保護を受ける」(16条)とあり、秘密裏に 16条の交渉が行われた。

交渉の途中段階で 16条はなくなり、「すべての自然人はその日本国民たると否とを問わず」「門閥

または国籍により（中略）差別せらるることなし」となった。 

さらに次の段階で「すべての自然人はその日本国民たると否とを問わず」と「国籍」が消えてしま

い、「すべての自然人は」はいったん復活したが、最終的には「国民」に変えられてしまった。 

憲法上で外国人の人権を保障しようという試みはみごとに失敗したのである。 

・ 占領下では日本の官報は英語と日本語の２つあった。日本国憲法が公布された 1946 年 11 月 3 日

の英語版の官報に英訳した憲法が載っている。日本国民たる要件を書いてある 10条の「日本国民」

は「Japanese national」と訳されている。しかし、それ以外の「国民」は「people」と訳されて

いる。「people」には外国人を除く意味はない。「国民」には外国人を除く意味が入っている。憲法

制定過程で、「国民」と「people」のズレが生じている。 

・ 中曽根元首相が会長を務める世界平和研究所が 2005年 1月に発表した憲法改正試案では、「国民」

がすべて「すべての人」や「各人」などに変えられている。「国民」という言葉が必要以上に外国

人を差別するために使われているのを是正するには憲法レベルで変える必要があると考えてのこ

とだろう。憲法改正が話題になるわりには、こういうことが話題にならない。 

 

（４）社会保障の国籍条項：「黒船」となったベトナム難民 

・ 3ヶ月前、大分の永住権を持った中国人が起こした裁判で、最高裁が外国人には生活保護を受ける

権利がないとする判決を下した。憲法 25条に、最低限度の生活を保障する権利を持っているのは

日本国民と書かれ、外国人にはないと解釈されてしまうからだ。 

・ 社会保障の外国人処遇の推移を見ていく。 

被用者保険は 1939年に出来た時は日本国民だけだったが GHQが問題にし、1946年に国籍条項は
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なくなった。 

国民年金法は 1959年にでき、もう GHQはいないので日本国民だけが対象だった。 

児童手当３法（児童扶養手当、特別児童扶養手当、児童手当）も全部日本人だけだった。 

・ 1979年に国際人権規約、1982年に難民条約を批准した。条約を批准する際に条約と矛盾する国内

法を変えないといけなくなる。 

外国人の扱いについて日本の常識と世界の常識は異なっている。世界の常識は外国人も自国民も同

じ。特に難民は保護するので国民待遇を与えることを約束する必要があった。そこで「難民の地位

に関する条約の批准承認に伴い、関連する国内法の整備に関する法律」という長い名前の法律で上

記の４つの国籍条項が撤廃された。 

・ 旧来の児童手当をもらえるのは「日本に住所を有する日本国民」となっていた。外国人も海外に住

む日本人も児童手当はもらえなかった。なぜ外国人が対象から除かれたのかを誰かが国会で質問し

ているか調べたが、誰もしていない。もし質問していたら、たぶん国籍を有する本国が社会権につ

いては保障するのが建て前だと答えただろう。では、海外に住んでいる日本人をなぜ除いたのかを

聞いたらどう答えるだろうか。海外で住んでいる日本人は居住地で税金を払っているので居住地で

面倒を見てくれというのだろうか。在日朝鮮人はずっと税金だけ納めて社会保障は差別されてきた

のだ。 

・ ベトナム戦争が終わって難民が発生したのが 1975年。同じ年にサミット（主要先進国首脳会談）

が始まる。日本はアジアで唯一メンバーに加わった。あまり国際水準からずれたことをやってられ

なくなった。当時、仏のルモンド紙の東京支局長が日本の難民政策について「制度的、伝統的な朝

鮮人差別にメスが入らない限り、難民政策の改善に期待できない」と論評していた。 

国連中心外交を唱えたとはいえ、人権がないことが白日の下にさらされた。難民条約も批准せざる

をえない。条約に入ると国内を改めなくてはならない。そこで社会保障見直しになった。 

・ 女性差別撤廃条約も加盟した。条約の中に、子どもの国籍取得について父母は平等という条文があ

る。日本の国籍法では、父が外国人の場合、母が日本人でも、子どもに日本国籍を継承させること

ができなかった。条約に加入後、父または母が日本国民の子は日本国民となった。 

・ 自由差別撤廃条約も加入した。問題となったのは北海道旧土人保護法という法律。アイヌ人を法律

では土人と呼ばれていた。北海道旧土人法を廃止して、アイヌ文化振興法を作った。これにより条

約を批准できた。 

・ 憲法 30条に「国民は法律の定めるところにより納税の義務を負う」とある。しかし、納税は国民

だけではない。所得税法には「居住者は」となっている。税法にはどこを探しても「国民」は出て

こない。納税の義務は住民が負い、社会保障は国民だけの権利になっていた。 

・ 法律の一部が内外人平等になったのは全部 GHQや難民といった外圧によるものだ。いかに自国民

中心で考えているかがわかる。 

 

（５）国籍処理 

・ 戦後のどの時点で帝国臣民でなくなったかにも一つ問題がある。1952年 4月 28日に講和条約が効

力を発して主権回復した時に、民事局長通達で旧植民地出身者の日本国籍喪失を宣言している。憲

法１０条には「日本国民たる要件は、法律でこれを定める」となっている。しかし、上記のように

法律でなく局長通達で国籍喪失を宣言した。憲法違反だと思うが、誰も問題にしていない。外国人

を差別することは日本では当然と思われている。 

・ 日本の同盟国だったドイツはオーストリアを併合していた。戦後、ドイツも植民地を放棄すること
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になる。ドイツは国籍問題規正法という法律を作っている。「オーストリアが主権回復する前日に

ドイツ国籍は消滅する。ただし、ドイツに住んでいるオーストリア人は自己の意思を表明すること

によりドイツ国籍を回復する権利を有する」。つまり届出をすればドイツ国籍を選ぶことができた。

日本は全部外国人にした。日本国籍を取るには帰化の手続きしかない。帰化は全権を日本側が握っ

ている。帰化を求める裁判はできないと言われており、帰化許可は裁判になじまないほど決定的に

裁量権が法務大臣にある。 

・ 日独は全く違う道を歩んだ。戦後 40 年の年、中曽根首相は靖国神社を参拝し大騒ぎになった。同

じ年に西ドイツのワイツゼッカー大統領は「過去の目を閉ざすものは現在も見ることができない」

という有名な演説をした。歴史認識が全く違っている。 

・ 国籍とは全く人為的なものだが、あまり意識されていない。北方領土返還を求めているが、返還さ

れたときに北方領土の住民はどうするのか。全部日本人にするのか、全部外国人にして第二の在日

朝鮮人にするのか、それとも国籍を選択できるようにするのか。公用語はロシア語を使わず日本語

にするのか。以前に総理府の北方領土対策室に問い合わせてみたが、特に何もしていないとの返事

だった。 

・ 歴史に対する鈍感さの問題が尾を引いている。突然ヘイトスピーチが出てきたように見えるが、歴

史を振り返ってみればいかに自国民中心でやってきているかがわかる。 

 

   （６）多民族共生社会を目指して 

・ 韓国の国際交流財団が出している機関紙の記事を資料に載せている。この機関紙は 8ヶ国語で出し

ている。ここには「歴史的背景から見た韓国の多文化社会：民族の優越性を乗り越えて多様性の時

代へ」という特集が組んである。文中に「日本の植民地支配に抵抗する過程で形成されてしまった

単一民族論と純血主義は克服されるべきである」「文化的優越主義や文化的同質性をもって民族の

アイデンティティを形成することは間違いであるにとどまらず、現実にも合わないことをまず認め

るべきである」「新しく再編される韓国社会または韓国人が民族と文化の多様性を通して新しい歴

史を創って行くべきであるからだ」とある。韓国は抵抗の中で強いナショナリズムをもってきたが

変えなければいけないと言っている。 

・ 韓国では地方参政権を外国人に開放している。すでに 3回統一地方選が行われた。韓国の国会議員

と外国人参政権の話をした時に、韓国は日本より排外的な国だからこそ思い切って地方参政権を外

国人に開放したと言っていた。日本では国家主権が脅かされると言って開放しない。 

・ 韓国では研修生はやめて外国人労働者雇用許可法を作っている。日本はいまだに研修生の問題を起

こしている。 

・ 日本には外国人に対する基本法は何もない。韓国には在韓外国人処遇基本法、多文化家族支援法が

できた。在韓外国人処遇基本法の目的は「国民と在韓外国人が相互を理解し尊重する社会環境を作

り、大韓民国の発展と社会統合に寄与する」とある。多文化家族支援法は多文化家族支援センター

で相談などを受け付けている。 

・ ちなみに韓国は死刑制度はあるが長い間執行されていない。アムネスティの統計では 10年以上執

行が無い国は死刑の無い国に分類しているので、死刑のない国に分類されている。 

・ 戦後東大の総長を務めた矢内原忠雄は戦前に「植民政策論」という講座を担当していた。彼は政府

との関係で一度追放され、戦後東大に戻った。彼が担当していた「植民政策論」は戦後どうなった

か。彼は対談で「日本にもう植民地はなくなったし植民政策でもあるまいといって、植民政策論の

講座を国際経済論という講座に変えた」と語っている。植民地を持っていたことがその後どういう
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問題を起こしてそれにどう取り組まなければならないかという視点は残念ながら彼にはない。彼は

「戦後日本小史」のあとがきに「戦後日本民主化の諸問題の所在を明らかにし、今後の進むべき方

向を示唆することができれば幸いである」と書いている。この本には在日朝鮮人のことは一言も出

てこない。かつて植民政策論を東大で講義していた人が戦後旧植民地出身者の日本における処遇問

題について何も語っていない。これが日本の現状を示している。歴史から何を学ぶかが根本的な問

題としてある。ヘイトスピーチの問題は現象面ではなく、もっと深いところで考えていく必要があ

る。 

 

【質疑応答内容】 

（Q）最近は、外国人に地方参政権を与えない代わりに帰化しやすくなっていると聞く。実際はどうなの

か。 

（A）特別永住の旧植民地出身者に対しては審査を軽くしていると一般的には言われるが、秘密になって

いてよくわからない。 

地方参政権問題が起きた時に帰化をしやすくする法律を作る動きがあった。旧植民地出身者は審査

無しで届け出によって国籍を認めるというものだ。ドイツがやったことを遅まきながらやろうとし

ていた。名前の漢字制限ををどうするかも議論になった。特例として従来の名前を認めるとしてい

て、当時すごいと思っていた。ただ、これは参政権をつぶすために出してきた面があり、参政権が

消えると帰化の法案も消えてしまった。 

（Q）「帰化」は法令上の用語になっている。「帰化」には人格権にかかわる意味合いがある。それなのに

平気で「帰化」と呼んでいる。別の用語はないのか。 

（A）「日本国籍取得」といえば、「帰化」という言葉を使う必要はない。 

（Q）法令用語の「帰化」を国籍取得や市民権取得などの他の言葉に変える運動は起こす価値があると考

えるか？ 

（A）「帰化」という言葉だけを変える運動は生まれないように思うし、あまり興味もない。届出による日

本国籍取得を認めるという法律を作るときに、ついでに国籍法の用語も変えるというならば意味が

あると思う。 

（Q）ヘイトスピーチは最近の政治やマスコミの状況と一つに繋がっているように感じる。戦後 69 年経

っているが憲法があまりにも根付いていない。こういう状況を作っているのは一部の政治家だけで

なく、日本国民全体の中にも広くあるのではないか。今の状況を作り出している要因は、戦後作ら

れたものなのか、それとも戦前から残ってきた体制やシステムにあるのか、それとも一時的なもの

なのか。どうなのだろうか。 

（A）歴史とどう向き合うかが私たちに課せられた課題だ。戦後長い間、東西対立があって冷戦が全体を

縛り付けていた。アジアとの関係は二の次にして、アメリカとの関係だけを大切にすることで歴史

の問題に直面しないですんでいた。そういう時期を長く過ごしてしまった。 

ドイツは自国が東西に分断された。２つの大戦を引き起こし歴史を見つめ直さざるをえなかった。 

1963年に伊藤博文が千円札になり、1964年に東京オリンピックが開催された。同時期に毎年開催

される全国戦没者追悼式が始まったり、中央公論に林房雄が大東亜戦争肯定論を書いたりした。高

度成長で日本が豊かになり、そのときに歴史の見方も変わっていった。 

今年初めに中国が安重根の記念館を作った。菅官房長官は安重根をテロリストと呼んだ。 

伊藤博文が撃たれた日に中国人留学生は日記に次のように書いている。「この一撃は侵略者の肝を

震えさせ、亡国の民の意気を奮い起こすことが出来るのであって、大いに我々の心を痛快がらせた」 
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日記の最後には「それにしても安重根は永遠に光を放つであろう」と書いている。日本は日露戦争

で満鉄を手に入れている。当時の中国人は中国の一角に日本の侵略のくさびが打ち込まれているの

を敏感に感じていた。だから中国人留学生は伊藤が撃たれたその日に上のように書いたのだ。 

日本は欧米とアジアの真ん中に位置している。２つの間でどう立ち回るかがずっと問われてきてい

る。明治維新の後は欧米を取り入れた。新しい国を作り、第１次大戦で世界の大国になった。その

後、アジアをめぐってアメリカと衝突した。大東亜共栄圏で別の世界を創ろうとした。アメリカに

負けると今度はアメリカに向き直りアジアを見捨てた。最近になりアジアが台頭してきたことで再

度アジアとどう向き合うかが問題になってきている。 

1988 年のオリンピック開催地をめぐってソウルと名古屋が争った。名古屋ではソウルに負けるこ

とはないと高をくくっていた。TV 局も勝った場合だけを想定した特番を用意していて、負けた場

合の想定はしていなかった。それくらい他のアジアを小ばかにしていた。 

ソウル誘致の中心になっていたのがソン・ギジョンだった。彼はベルリンオリンピックで日の丸を

つけて金メダルをとっている。当時ソウルの新聞は日の丸を塗りつぶした写真を掲載し発禁となっ

た。オリンピックにはそういう歴史がある。 

（Q）ヘイトスピーチをテレビで見たことがあるが実際には見たことがない。どんな人がどういう理由で

やっているのか。 

（A）一番よく話題になるのは在特会（在日特権を許さない市民の会）という団体だ。彼らは在日朝鮮人

が特権を持っていて、それを許さないと主張している。 

彼らが最初に取り上げたのは無年金問題。年金は 25 年保険金を納めないともらえない。外国人は

国籍条項のためにずっと加入できなかった。そのため、年数が足りずに無年金の人が生じている。

そこで無年金の人を少しでも救済するために月 1 万円くらいの福祉給付金を渡している自治体が

ある。その自治体に対して保険料を払っていない朝鮮人に福祉給付金を出すのはけしからんことと

してやめさせようと市役所前で抗議したりする。国民年金から差別されてきたことが捨象され、目

の前の現象だけを見ている。 

2009年に京都朝鮮学校襲撃事件があった。京都にある小さい朝鮮学校にはグラウンドがなかった。

道をはさんだ向かいの児童公園を市や住民と相談のうえグラウンド代わりに使っていた。在特会は

朝鮮学校が公園を占拠していると捉え、学校前で大音量で差別街宣を行なった。学校が原告となっ

て損害賠償裁判を起こし、京都地裁が賠償金支払いと校門から２００ｍの範囲内での街宣禁止の判

決を出した。 

奈良でも水平社博物館前での活動が裁判になった。 

活動している人はスーツ姿の会社員もいるし、社会から排除されているフリーターなど社会に不満

を持っている人も参加している。今までネットの世界で朝鮮人を非難していた人たちが表に出てき

ている。 

何らかの形で規制が必要ということで、国会での法規制も議論が始まりつつある。門真市で会館使

用許可を取り消すなどの動きも出ている。都知事もオリンピック開催があるので何らかの手を打つ

必要が出ている。人種差別撤廃基本法を作ろうという動きもある。 

今年 3月にサッカーの浦和レッズの試合で「Japanese Only」の横断幕が貼られて問題になった。

レッズには日本国籍を取得した元在日韓国人の選手がいる。横断幕の意図はよくわからないが、在

日の選手をたたき出せとも読める。ネットで広がり Jリーグはすばやく反応して罰則として次の試

合を無観客試合にした。ワールドカップが近かったので人種差別で参加できなくなることを怖れて

素早く反応したのだろう。 
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（Q）在日朝鮮人は人数が減っており、頼る人がいない。みんなに助けてもらいたい。 

（Q）1985年に国際結婚した。韓国人が男、日本人が妻の場合も、子どもは日本国籍になる。在日朝鮮人

は 60 万人ほどでほぼ一定の状態が続いているが、そのうち婚姻によって国籍を失い人数が減って

いく。数十年経ったら在日朝鮮人はいなくなり何もなかったことになってしまうのが悔しい。 

（A）日本国籍を取っていても、自分の父祖の問題は自分がどう生きるかと関わっている。だからにいな

かったことには簡単にはならないのではないか。 

在日朝鮮人は顔ではわからないが、他の国から来ている人は顔でわかる。日本国籍を取っても外人

と見られてしまう。そういう人たちと今後どう関わっていくかという問題もある。その状況下で在

日の問題はもっと重要な役割を果たすことになる。 

特別永住資格を持つ人は 40 万人を切り、外国人としての数は減っている。国際結婚すると子ども

は全部日本国籍になるので、法的には日本人になっていく。しかし、その子がどういう意識で生き

ていくかというと、必ずしも日本国籍を取ったら意識も日本人、とはならないような気がする。 

 

                                       以 上 


